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ことによって雇用機会を増やし

たりすることにつながるという

ものです。 

これに対して、短時間正社員

制度は、労働者の地位を正社員

と同じにするというもので、特

に現在就労中の人にとっては、

現状の業務を続けやすいと言え

るでしょう。 

◆国や企業に期待されるこ

と 
現在、企業が短時間正社員を

導入する際、「短時間労働者均

衡待遇推進助成金」（パートタ

イマー均衡待遇推進助成金）と

して最大40万円を支給される制

度があります。この制度は、従

来、短時間正社員を導入する際

に、１人でも複数人でも助成金

額は同じでしたが、厚生労働省

は、今夏にも、人数に応じて金

額を増やす仕組みを検討してい

ます。追加人数の上限は 10 人を

想定しているようです。 

豊富な業務経験を持っていて

も就労条件が合わないために働

き続けることができなければ、

労働者のみならず企業にとって

も大きな損失になりかねませ

ん。労働力を有効に活用するた

めに、国や企業には柔軟な対応

が望まれるのではないでしょう

か。 

 

 

中小企業の生き残り策

として注目を集める「第

二会社方式」 

 
◆「第二会社方式」とは？ 
近年、経営状態が厳しくなっ

た中小企業による「第二会社方

式」の活用件数が増加傾向にある

ようです。 

この「第二会社方式」とは、経

営困難に陥っている企業の中で

も収益性のある事業部門につい

て、事業譲渡や会社分割の方法に

よって別法人（第二会社）に分離

し、赤字部門を残した旧会社を清

算することにより事業の継続を

図るものです。 

この方式を活用した事業再生

は、不良債権のリスクを負わずに

損金算入の手続きが容易なこと

から、金融機関やスポンサーの協

力が得やすいというメリットが

大きく、非常に注目されていま

す。 

◆デメリットはないのか？ 
上記の「第二会社方式」につい

ては、これまで、以下のようなデ

メリットが指摘されていました。 

（１）第二会社において事業継続

に必要な運転資金を確保する

ために、多額の資金調達を必要

とすること。 

（２）事業の継続に必要な資産の

移転にあたって、税負担が発生

すること。 

（３）第二会社により継続を図る

事業が行政官庁の許認可等の

対象となっている場合、改めて

許認可等の取得申請が必要と

なること。 

◆デメリット解消のための法

改正 
今年の４月 22 日に成立した

「改正産業活力再生特別措置法」

により、上記のデメリットが解消

されることになりました。つま

り、「必要な事業資金に対する金

融支援」、「登録免許税・不動産取

得税負担の軽減」、「特例による

営業上必要な許認可の承継」が認め

られるようになったのです。 

改正法はすでに４月 30 日に公布

され一部施行されていますが、主要

事項の施行は今年７月以降になる

とみられており、今後、指針等も発

表される予定です。これから、この

「第二会社方式」を活用する中小企

業がますます増えてくるかもしれ

ません。 

 

 

◇◆その他最近の動き◆◇ 

 
今回最初に取り上げた記事にあ

るように、労務トラブルに発展する

可能性を秘めた労働相談をお受け

することが、当事務所においても激

増しております。 

ＩＴ社会の発達により、自分に有

利な情報が簡単に手に入る時代に

なったことと、一般の方が権利意識

をとても強く持つようになってき

ていることなどが背景にあるよう

です。 

長引く景気低迷の現在、企業も生

き残りをかけて必死の努力をして

いることと思います。最終的には

「雇用確保」が最重要事項だと思い

ますので、企業存続のための賃下げ

等にはやむを得ない場合もあると

思います。 

いずれにしてもトラブルを未然

に防ぐためには、日頃から労使間で

コミュニケーションをとっていく

ことを心がけ、また、問題社員に対

しては日頃から注意改善指導して

いる実績をきちんと記録に残して

おき、痛みをともなう外科手術を実

施する場合には、従業員の感情に留

意し、必要な手順を踏んで、理解を

求めて実施することが大切と思い

ます。 

業側に指導・助言をしたのは

7,592 件（同 14.1％増）、専門家

で構成される紛争調整委員会が

あっせんに乗り出したケースは

8,457 件（同 18.3％増）となって

います。厚生労働省紛争処理業務

室では、「景気悪化で労働トラブ

ルに遭う労働者が増えている。不

利益な取扱いを受けたり、疑問を

感じたりしたら、最寄りの労働局

に相談してほしい」としていま

す。 

◆トラブルを一歩手前で防ぐ 
都道府県労働局長による助

言・指導の申出件数が多かったも

のは、2007 年は「解雇」、「労働

条件の引下げ」、「いじめ・嫌がら

せ」と続き、2008 年は「解雇」、

「いじめ・嫌がらせ」、「労働条件

の引下げ」でした。一方、紛争調

整委員会によるあっせん申請件

数が多かったものは、2007・2008

年ともに「解雇」、「いじめ・嫌が

らせ」、「労働条件の引下げ」と続

き、上位３件は顔ぶれが同じとな

っています。もう一歩踏み込ん

で、個別労働紛争解決制度を利用

する手前で、労使トラブルを未然

に防ぐためには、「労使間でコミ

ュニケーションをとっていく」、

「細やかな就業規則を作成する」

といったような努力が必要なの

ではないでしょうか。 

 

 

「短時間正社員」定着促

進のための助成金拡充へ 
 

 社会保険労務士 

杉浦事務所便り 

◆就業意識・価値観の変化 
厚生労働省は、子育てや介護な

どで就業時間に制約があっても

正社員として働くことができる

「短時間正社員」を定着させるた

め、助成金制度を今夏にも拡充す

る構えです。 

様々な雇用形態が入り混じる

現代で、就業意識や価値観の変化

により、個人の希望に応じた働き

方を選択したいという労働者が

増加しています。 

◆「短時間正社員」の働き方 
短時間正社員は、「正社員」と

しての身分は変わりません。１日

の労働時間や１週間の労働日数

をフルタイム正社員より短くす

るものの、仕事はフルタイム正社

員と同じで、給与や賞与は働いた

時間に比例して支払われ、昇進は

通常の正社員と同等に扱うなど、

これらの点で非正社員とは区別

されるものです。 

現代では、個人の希望に応じた

働き方を選択したいという労働

者が増加しており、中でも育児や

介護の課題を解決し、就業を継続

しながら仕事と家庭の両立を目

指す手段としては有効な働き方

と言えるでしょう。 

◆ワークシェアとの違い 
時短で働く方法としては「ワー

クシェアリング」の名称が知られ

ていますが、これは、仕事の総量

を労働者で分かち合うというも

ので、１人当たりの労働時間を減

らすことによって企業全体での

雇用を維持したり、様々な業務ご

との短時間労働を組み合わせる

労働相談件数が 

過去最多を更新！ 

 
◆急激な景気悪化を反映 
労働者と企業間のトラブルを

裁判に持ち込まずに迅速に解決

することを目指す「個別労働紛争

解決制度」に基づく 2008 年度の

「民事上の個別労働紛争相談件

数」が、過去最多の約 23 万 7,000

件に上りました。 

厚生労働省は、｢急激な景気悪

化を反映し、解雇や雇止めをめぐ

る非正規労働者からの相談が目

立っている｣としています。 

◆2001 年にスタートした個別

労働紛争解決制度 
個別労働紛争解決制度は 2001

年 10 月にスタートし、全国の労

働局などの「総合労働相談コーナ

ー」で相談を受け付けています。 

全体の「総合労働相談件数」は

107 万 5,021 件（前年度比 7.8％

増）と初めて 100 万件を突破し、

このうち、労働基準法や労働者派

遣法などに明確に違反している

ものを除く、民事上の労働紛争に

関するものは 23 万 6,993 件（同

19.8％増）でした。 

◆「解雇」関連の相談が最多 
紛争内容については、「解雇」

関連が 25.0％と最も多く、経済的

な理由による「整理解雇」の相談

件数は前年度の２倍以上になり

ました。また、「労働条件の引下

げ」が 13.1％、「いじめ・嫌がら

せ」が 12.0％でした。 

相談を受け、実際に労働局が企
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